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１．本書は、現在日本で進められている働き方改革に関わる主要課題を巡る議論に関して、権丈英
子氏自身によるこれまでの研究面での取り組みや種々の執筆文、著者が一員として参加してきた
厚生労働省に設置されてきた種々の会議等での議論を参照しながら、なぜ働き方改革が必要と
なったのかを明らかにしている。日本経済の直面する少子高齢化の進展とともにそれらの対策と
して種々の経済政策として実施されてきた諸政策の意図、内容、そして、残された課題について、
一つ一つの政策の成果についての評価を積み重ねることによって、今日のこの分野における経済
政策の到達水準を明らかにし、今後の課題までを、講義形式の表現を活用しながら分かり易く解
説したものである。
２．本書は、主要部分は 3部分に分かれている。形式上、初めの部分を第 1部と呼べば（1～77頁）、
そこに＜手早く知りたい人のために＞というタイトルが与えられ、著者が社会保険関係での会合
で行った講演をもとにまとめられている。それゆえ、日本経済の時代変化をどう見るかという著
者の総合的視点を伺い知ることができるというメリットがある。
第 1章は「働き方改革と、これに関わる社会保障の動きの外観」と題され、2017年 3月に政
府において取りまとめられた「働き方改革実行計画」における中心的内容として、2つの項目に
注目する。1つは、同一労働同一賃金など「非正規雇用の処遇改善」に関してのものであり、企
業内における正規労働と非正規労働の処遇における不均等・不均衡待遇の改善の問題、および、
2つに、罰則付き時間外労働の上限規制の導入など「長時間労働の是正」に関してのものであり、
長時間労働の問題とそれに関わる男女の社会分業論、女性、若者、高齢者の社会参加のあり方等
の改善の問題という、2つの側面からの視点が提示されている。ちょうど、同一労働同一賃金を
巡る議論が横の糸となり、社会経済的背景を持つ長時間労働と関連する男女差別とワーク・ライ
フ・バランスの議論が縦の糸となり、日本経済の直面する課題の推移との関連の中で働き方改革
の課題の全体像が提示される。これらの総合的視野の下、各論として、①労働力活用の 2つの型
とワーク・ライフ・バランス、②長時間労働、③男女の働き方、④高齢期雇用、⑤女性労働、⑥
非正規雇用、⑦これからの労働市場と政策、の諸課題について、第 1章が構成される。
３．最初に、①「労働活用の類型とワーク・ライフ・バランス」のあり方についてでは、日本は、
分業型社会か参加型社会かどちらの類型であろうかという問題提起がなされる。前者は限られた
人に長時間働いてもらう型であり分業型と名付け、後者は多くの人に長くない時間働いてもらう
型であり参加型と名付けている。著者によれば、日本が諸課題を克服していくには、男女の社会
的分業を中心とした社会から、今後は女性・高齢者を含めた参加型の社会へと移行せざるを得な
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いという。
そこで、②「長時間労働」のこれまでの方式が改善される必要が生じる。長時間労働は、国際
比較によって明らかであるが、労働生産性は逆に低い。そして労働の満足度からの国際比較では、
長時間から短時間へと希望が強くなってきているとのことである。
この変化に対して、③「男女の働き方」はどのように変化しているかというと、男女計では、
就業率が上昇してきたが、まだ女性の就業率の上昇の余地は大きいといえる。課題は、それを妨
げている要因である。
他方、④「高齢期雇用」の就業はどうなっているか。60代前半の就業率は、日本も欧米も上
昇傾向にある。民間での雇用の延長は、随時、60歳、65歳へと定年延長に対応する雇用確保が
義務化してきている。また高齢者の体力面からは、以前よりは十年程度日本人は「若返った」と
いわれるほど、健康で、社会活動が可能な人が、増えているとされる。課題は賃金および仕事に
おける処遇のあり方にある。
では、⑤「女性労働」に影響を与える要因と課題はどうであろうか。少子化を表している合計
特殊出生率（女性が生涯に出産する子供数）は低下しており、女性の仕事と家庭、あるいは育児
との両立に困難があることが推察される。OECDデータでは、就業率と出生率の間に当初は逆
相関であったものが、その後順相関になってきたという事実があり、出産と育児に対する環境整
備の重要性があるという見方が定着してきたと指摘する。この対策の法律的展開が、男女雇用機
会均等法（1985）、育児介護休業法（1991）、そして、女性活躍推進法（2015）という発展であ
り、「小さく産んで大きく育てよう」との 1985年当時の労働省の婦人局長の赤松良子氏の言葉を
引きながらその展開が詳述されている。また、四、五十代、三十代、二十代の各世代（コーホー
ト分析）の仕事に対する選好の変化によれば、育児のために退職するという傾向は次第に低下し、
仕事と育児の両立コースが増加してきたと指摘する。そして、その両立のあり方を広く選択可能
にすることが課題となる。
そこで、⑥「非正規雇用」における課題へどのように対処されるかが問題となる。非正規雇用
は、従来からの「パート・アルバイト」、および、「派遣・契約・嘱託」雇用形態の従事者は、女
性では一貫して増加傾向にあり、男性は若者と高齢者が増加し、中年時には減少するという弓型
となっており、男女の就業率を同時に図示すると胃袋型になると指摘されている。全体の就業率
では、2015年の就業形態調査において 4割になっている。また、特に、パートタイムの雇用形
態は家計補助的であり、派遣等の雇用形態は生活維持者が多くなってきているとの指摘があり、
低い賃金水準のために結婚もできない姿が浮き彫りとなる。これらの課題にいかに挑戦している
か、その政策理念とともに、実際の対策が極めて詳細に提示される。
今後については、⑦「これからの労働市場と政策」において、短時間労働者の厚生年金保険へ
の適用拡大の効果が論証される。そして、フレキシキュリティの実現、すなわち、雇用の柔軟性
と社会保障の適切なバランスを実現することの重要性が指摘される。
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４．いわゆる第 2部となるところでは（79～204頁）、＜少し詳しく知りたい人のために＞という
タイトルが与えられ、これまでに言及された個別のテーマについて、詳細な検討が行われている。
第 2章「民間企業と公務員における高齢期雇用」では、65歳定年制への移行が進む中、2020
年に 60代前半の雇用では、就業率 67％を目指す政策に注目する。2004年には高齢者雇用確保
を定年の引上げまたは廃止、そして一部継続雇用の拡大措置からの選択という政策の効果は大企
業より中小企業において積極的に推進され、雇用が拡大したことが論証される。さらに、2013
年の再改正によって、継続雇用希望者の再雇用が義務づけられた。この背後には、高齢者雇用の
年齢制限禁止が 2007年に制定されたことが貢献していることが明かされる。ただし、賃金水準
が高い高齢者の賃金制度の見直しの必要性が高まった。しかし、再雇用の以前の賃金額の 68.3％
に落ちており、モティベーションの低下の課題に直面することになった。
他方で、公務員における高齢期雇用政策については、民間の「再雇用制度」に相当する「再任
用制度」が 2001年より導入されていたが、希望者の一部の短時間勤務、低い官職での採用が定
着しており、制度の利用者も多くなかった。そこに 2013年の希望者全員の再雇用の制度化によ
り、大きく変革を迫られた。その結果は、国家公務員の行政職の 7割がフルタイムではなく短時
間勤務者の雇用、地方公務員では一般行政職の 6割が短時間勤務となった。特に国家公務員の再
任用が不十分なのは、1969年の「総定員法」の制定による人件費削減の抑制が大きく、総定員
法の変更にも関わる大きな課題の提起がなされている。今後の雇用の改善方向は、ダイバーシ
ティが活かせる社会への前進であるとし、そのカギとなる選択肢を提示する。
５．第 3章「女性活躍推進法と女性労働の現状と課題」では、女性活躍推進法の概要、背景、そし
て女性労働を取り巻く状況などについて、総合的に考察される。まず、2015年女性活躍推進法
の施行によって就業率の上昇と管理職に占める女性比率の向上等をいかに実現するかについての、
各企業による現状の課題把握、行動計画の策定、推進に積極的な企業の公表とえるぼし認定の推
進（女性活躍企業の 3段階の政府認定の公表制度）、のメリットと課題が明らかにされる。その
課題への対応が、2019年の改正女性活躍推進法であり、企業の労働状況の公表義務は企業規模
の 301人以上から 101人以上へと拡大され、情報公開は残業時間や有給休暇取得率などの仕事と
家庭の両立不可欠な項目の公表の義務化などが強化され、女性の要望に応えている。
次に、管理職の女性登用比率の低い原因を様々なデータから究明し、その対策を明らかにする。
実は、入り口の女性の採用人数比率が低いほど管理職登用比率が少ないこと、結婚・出産期を経
過する継続雇用比率が低いこと、一方で女性を管理職登用の総合職コースよりも定型業務の一般
職コースへ振り分けることが多くなっていること、他方で女性が長時間労働を引き受けることの
困難な要因が存在し、そのため女性の活躍が制限されている実態が明らかにされる。その対策に
は、女性の一般職中心のコース別雇用管理（統計的差別ともいわれる）の見直し、長時間労働を
普通とみなす職場の雰囲気や夫の育児参加のための育児休業の取得率の向上等、企業と家計の両
面での改善の必要が明らかにされる。これらの中で、男女間賃金水準の動向は、正規従業員の男
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女間格差は改善されつつある。しかし、2018年の総務省労働力調査によると 20代前半の女性の
三分の一以上が非正規雇用であり、非正規雇用を選んだ最も多い理由が、「自分に都合の良い時
間に働けるから（44.6％）」という自発的なものである一方、「正社員として働ける会社がなかっ
たから（15.6％）」という非自発的理由も併存しており、課題が示唆される。パート・アルバイ
ト雇用の比率が出産・育児期以降にも継続して増加する傾向にある。このことは、仕事と出産・
育児・および介護と両立という課題への対応が不可欠であることが示唆される。そこに、短時間
勤務や残業免除、フレックスタイム勤務等の労働時間の柔軟な選択の必要性が示される。さらに
近年において情報通信機器を活用したテレワークなどの仕事の場所の多様化の推進も今後の有力
な対策としてそのメリットが指摘される。かくて女性の労働条件の改善に関わる全領域に考察は
及ぶ。
６．第 4章「パートタイム労働法とパートタイム労働の現状と課題」では、これまでのパートタイ
ム労働法が短時間労働者のみに適用されていたのを、有期雇用者にまで適用対象を拡大したこと
から、その発展過程、そして、パートタイム労働の変化の概観、今後の方向性等の提示がなされ
る。まず、パートタイム労働の待遇改善に一歩先進しているヨーロッパでは、すでにパートタイ
ム労働とフルタイム労働との均等待遇が法定され、双方向の働き方の転換を保証する国も出現し
ている。ただし、ヨーロッパでのパートとフルの労働の区分は、労働時間の長さについて行われ
ているのに対し、日本では「パートタイム労働者」が「非正規労働者」を指しているという性格
の違いがあり、日本では企業による正社員に対する対応は含まれていないことが重要な相違であ
る。それゆえ、パートタイム労働法の 1993年の制定から 2007年の改正での重点は、パートとフ
ルとの間の均等・均衡待遇の確保と、パートの正社員への転換の推進であった。しかし、2007
年法の改正の成果はほとんどなく、3年後の見直し規定に基づく検討後の 2014年の法改正では、
均等・均衡待遇の実効性の確保の強化が目指された。すなわち広く全パートタイム労働者を対象
とし、それについての事業主の説明義務、そして改善措置規定に違反し、厚生労働大臣の勧告に
従わない場合は事業主名を公表し、もし虚偽報告をした場合には過料を科すことが新設されてい
る。この間に 2012年には労働契約法の改正により、有期労働契約の 5年経過後の本人申請によ
る無期転換が制定されている。
そして、働き方改革の進展として、2018年のパートタイム・有期雇用労働法では、労働法 20
条がパートタイム法に移されて、パートタイム労働、有期労働、派遣労働について統一的な均
等・均衡待遇のルールが定められることになった。派遣労働では待遇の差別の禁止等の義務規定
に変更され、そのインパクトは大きいと推測されている。このような法整備の推進により、パー
トタイム労働の賃金や労働条件の動向は、最低賃金の引き上げの効果や労働条件の改善に寄与す
るとの予測がある一方で、事業所の雇用動機が一番大きい「人件費が割安」であることに対して、
労働者の「自分の都合の良い時間」の選択可能性との、両者の選択動機の不一致がある。正社員
としての雇用も増加する傾向もみられることから、待遇改善には寄与してきたことが指摘される。
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さらに、パートタイム労働者の待遇改善は労働のモラールを高め、同時に労働の逼迫に直面する
企業にとっても重要な対策となりうることが示唆される。もちろんマクロ経済全体に対しても、
少子化傾向の抑制に寄与しうるとしている。これらの 3、4章は、著者が女性労働との関連から
これまで研究してきたことの成果を裏付けとした明快な論証がなされている。
７．第 5章「オランダにおける柔軟な働き方の活用と政策展開」では、特に、高齢者、女性、若者
に焦点を当てながら、多様な労働形態においては日本に一歩先んじているオランダの労働市場を
考察する。この分野は著者の長年の研究領域であり、遺憾なくその研究成果が活用されていると
推察される。オランダの労働形態の主要な特徴である「柔軟な働き方」は、パートタイム労働、
フレックス雇用（非正規雇用）、およびテレワークであり、それ等についての政策展開と最近の
動向が概観されている。オランダは当初、「オランダ病」に直面していたという。1973年のオイ
ルショック後に、高インフレ率、高失業率、大幅な財政赤字、の同時発生に直面した。その事態
の最初の改善が、政労使の 1982年の「ワッセナー合意」であるという。賃金抑制、労働時間の
短縮、社会保障の抑制、いわゆる日本では「三方一両損」といわれることの多い合意が形成され
た。そして改革を重ね、1990年代後半以降の「オランダの奇跡」へと続いていく。
実は、70～80年代には若者の失業率の改善の為に高齢者の早期引退を推進したという。それ
が有効でないことが判明し、1993年以降には高齢者の就業促進を目指した。2006年には「雇用
における均等待遇法」を制定して労働条件の改善などの総合的な取り組みを行った。この間、一
方で女性労働に関連して、専業主婦社会から、共働き社会への転換が目指され、仕事と育児の両
立支援を実施している。他方で、若者向けの職業訓練重視、若者向けの最低賃金の導入、解雇規
制により若者の雇用保障の強化など、若者をサポートする政策を実施してきた。
その帰結は、世界初・世界で唯一の「パートタイム経済」の成立である。著者はこれを「パー
トタイム社会」と呼んできたという。ここでのパートタイムの定義は週 35時間未満の労働時間
を条件とする。しかし、その結果、パートタイム労働の割合は、男女計で 48.5％、男性 26.0％、
女性 74.7％となった。このような状況に至る原因は、一つは仕事と家庭の両立を目指すことを
可能とした 2000年の「労働時間調整法」による時間当たり賃金を維持したままでの労働時間の
短縮・延長を可能とする権利、すなわち「労働時間選択の自由」を保障したことにあった。さら
に、2015年の「フレキシブル・ワーク法」の制定により、働く時間帯と就業場所の変更を申請
する権利の保障へと発展した。このことは、パートとフルの労働者間、男女間での賃金格差を縮
小し、ライフステージに対応して育児、介護、教育訓練のバランスを持った働き方を可能とする
ことになった。企業の側の要望は業務量の変化に対応する必要性と長い試用期間の確保等であり、
雇用者の側の要望は常用雇用への転換や、自分の都合の良い時間の労働、また一時的に稼ぎたい、
などの要望があり、アルバイト的働き方となっていることが指摘される。
しかし、雇用の保障面はどうであろうか。1999年「柔軟性と保障法」の制定により保障が確
保されたが、2008年の金融危機後には、従業員に対する教育投資の少なさ、住宅ローンの利用
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の困難さ、失業給付の財政負担の増大等のデメリット等への改善を求めて、2013年の労使の
「社会的合意」と 2014年の「雇用と保障法」の改正、フレックスタイム雇用の欠点の改善が行わ
れ、2019年「バランスのとれた労働市場法」により、正規雇用の拡大と他の雇用形態とのバラ
ンを図ることが示唆される。
残された「就業場所の柔軟性：テレワーク」の推進に関しては、企業規模が大きいほど導入率
が高く、情報、学術、金融、不動産等で導入が高いと指摘されるが、高レベルの仕事をする人の
みが享受できる特権にならないようにとのオランダ社会文化局の言葉を紹介して警告している。
著者は、オランダの労働市場において、柔軟な働き方、すなわち、パートタイム労働、フレッ
クス雇用、テレワークの積極的活用が推進されてきたことによるメリットおよびデメリットを丹
念に跡づけるとともに、他方で労働者の待遇改善に関する見直しが同時に行われてきたことによ
る柔軟性と保障のバランスが取れてきたことを明らかにする。オランダの歴史からの教訓を学ぶ
ことによって、翻って今日の日本を見るとき、低賃金の非正規労働が相当程度広がってしまった
現状には反省が求められると、評価される。
８．本書の第 3部とも言いうる部分の「知識補給」（205～303頁）では、本文の説明を補うことが
できるように関連付けられて、詳細な説明がつけられている。その数、25項目にも及び、それ
等は、一方で、研究書によらなければ接することができない内容が多く、時代的、学問的全体像
を垣間見ることができる項目と、他方で、もう一歩詳細な事実を知りたいという知的好奇心の欲
求に応えることができるという専門書的側面を併せ持っている。その意味では、この分野に関す
る初学学習者から、広範な専門性を持つ研究者に至るまで、読破することによって、有益な知識
を得ることができると思われる。なお、各章末の練習問題の添付と事項索引を活用すれば、論述
問題や、辞書的役割も期待できると思われる。
最後に、日本経済に関心を持っている諸兄には、今日の日本経済の中心課題となっている「働
き方改革」についてのあらゆる分析視点を総合的に学ぶことができることに大きなメリットがあ
り、さらに今後のあるべき改革のあり方を検討する上での貴重な手掛かりを提供してくれるもの
としておすすめしたい。
（亜細亜大学 植村利男）
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